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○福山市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例 

平成15年12月22日 

条例第59号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第244条の

２第３項の規定に基づき、市の公の施設の管理を行わせる指定管理者の指定の手続等に

関し必要な事項を定めるものとする。 

（指定管理者の募集の告示） 

第２条 市長（教育委員会が所管する公の施設については、教育委員会。以下同じ。）

は、指定管理者を募集しようとするときは、あらかじめ、規則（教育委員会が所管する

公の施設については、教育委員会規則。以下同じ。）で定めるところにより告示しなけ

ればならない。 

（指定管理者の指定の申請） 

第３条 指定管理者の指定を受けようとするものは、申請書を市長に提出しなければなら

ない。 

２ 前項の申請書には、事業計画書その他規則で定める書類を添付しなければならない。 

（指定管理者の指定） 

第４条 市長は、前条第１項の規定により申請したもののうちから、指定管理者として適

当と判断するものを選定し、法第244条の２第６項の規定により議会の議決を経て、指定

管理者を指定するものとする。 

２ 前項の規定による選定に当たっては、次に掲げる基準により総合的に判断しなければ

ならない。 

(1) 公の施設の運営において市民の平等利用が確保されること。 

(2) 事業計画書の内容が、公の施設の効用を最大限に発揮するとともに、その効率的な

運用が図られるものであること。 

(3) 事業計画書に沿った公の施設の管理を安定して行う物的及び人的能力を有している

こと。 

（事業報告書の提出） 

第５条 法第244条の２第７項の規定による事業報告書の提出は、毎年度終了後60日以内に

市長に対してしなければならない。ただし、年度の途中において同条第11項の規定によ

り指定管理者の指定を取り消されたときは、当該年度分の事業報告書の提出は、その取
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り消された日から起算して60日以内にしなければならない。 

（指定の取消し等） 

第６条 法第244条の２第11項の規定による指定管理者の指定の取消し又は期間を定めてす

る管理の業務の全部若しくは一部の停止の命令は、市長が行う。 

（原状回復義務） 

第７条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は法第244条の２第11項の規定

によりその指定を取り消され、若しくは期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の

停止を命ぜられたときは、その管理しなくなった公の施設の施設又は附属設備若しくは

備付けの器具類を速やかに原状に回復しなければならない。ただし、市長の承認を受け

たときは、この限りでない。 

（委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

（一部改正〔平成17年条例38号〕） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（福山市生活支援ハウス条例の一部改正） 

２ 福山市生活支援ハウス条例（平成15年条例第56号）の一部を次のとおり改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成17年９月27日条例第38号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

（施行日前の従事者の個人情報の保護に関する経過措置） 

７ 施行日前に改正前の福山市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第８条

第２項に規定する従事者であったもの（継続指定管理者職員を除く。）に対しては、同

項の規定は、施行日以後も、なお効力を有する。 

 


